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9-3  安全配慮義務 

 

 
[昭和 50.2.25最高裁「自衛隊整備工場事件」判決] 

（車両整備中、バックしてきた自動車後輪に轢かれ死亡した事案である） 

 「国は、公務員に対し国が公務遂行のために設置すべき場所、施設もしくは器具等の

設置管理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂行する公務の管理にあたって、

公務員の生命及健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務（以下「安全配慮義務」

という）を負っているものと解すべきである。もとより、右の安全配慮義務の具体的内

容は、公務員の職種、地位及び安全配慮義務が問題となる当該具体的状況等によって異

なるべきものであり、・・右のような安全配慮義務は、ある法律関係に基づいて特別な

社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として一般的に

認められるべきものであ（る）・・。」 

[平成12.3.24最高裁二小「電通事件」判決] 

（新規採用社員が、1年 4月後、うつ病を発症し自殺した事案である） 

「労働基準法は、労働時間に関する制限を定め、労働安全衛生法65条の3は､作業の内容

等を特に限定することなく､同法所定の事業者は労働者の健康に配慮して労働者の従事す

る作業を適切に管理するように努めるべき旨を定めているが、それは､右のような危険が

発生するのを防止することを目的とするものと解される。これらのことからすれば､使用

者は、その雇用する労働者に従事させる業務を定めこれを管理するに際し、業務の遂行に

伴う疲労や心理的負荷等が過度に蓄積して労働者の心身の健康を損なうことのないよう

注意する義務を負う。」 


